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出願維持年金納付の期限徒過の場合にリマインダ送付が 

EP代理人の「相当の注意義務」に含まれるか 
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１. はじめに 

 EP特許出願プラクティスによれば、手続期限を徒過した場合であっても、出願人による期限

徒過救済の請求により、当該欧州特許出願が権利の失効を免れて元の手続がその後も EPOに係

属するという効果をもたらす救済措置を講ずることが可能です（Article 121(1) EPC）。 

 

Article 121(1) EPC が規定する手続続行の請求期間である 2ヶ月を徒過した場合、権利喪失に

関する Communication（Rule 135(1)）を EPOから受領しますが、最早、Article 121(1) EPC下

の救済を受けることはできません。このような場合であっても、あらゆる相当の注意（all due 

care）を払ったにもかかわらず期限徒過してしまったと認められた場合、Article 122 EPC 下の

権利の回復による救済の余地があります。 

 

なお、Article 122 EPC下の権利の回復請求は、Article 121 EPCに基づく手続の続行が利用

可能である期間、及び、権利回復請求のための期間に関しては認められません（Article 122(4)、

Rule 136(3)）。このように、Article 122 EPC下の権利の回復請求は、専ら、Article 121EPC

によっては救済されない手続についての最後の救済手段であり、Article 121EPC下で救済されな

い手続期限の徒過の場合に行われます。 

 

以下に、最近の審決例を参照し、出願維持年金納付の期限徒過に関しリマインダが絡む場合に

おける EP代理人の「相当の注意義務」とは何かについて説明します。 
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